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議案第104号

秋田市児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例等

の一部を改正する件

秋田市児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例等の一

部を次のように改正する。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純

秋田市児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例等

の一部を改正する条例

（秋田市児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例の一

部改正）

第１条 秋田市児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例

（平成24年秋田市条例第90号）の一部を次のように改正する。

第７条の２第１項中「次条」の次に「、第13条の２」を加える。

第13条の次に次の１条を加える。

（児童対象性暴力等の防止）

第13条の２ 児童福祉施設の設置者は、法第45条第７項において準用す

る法第21条の５の18第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校

設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等

のための措置に関する法律（令和６年法律第69号）第２条第２項に規

定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止

し、および児童対象性暴力等が行われた場合に児童を適切に保護する

ため、児童等対象業務従事者（児童と接する業務に従事する者のうち、

支配性、継続性および閉鎖性のある環境の下で当該児童に接するもの

をいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事
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実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。

（秋田市幼保連携型認定こども園の設備および運営に関する基準を定め

る条例の一部改正）

第２条 秋田市幼保連携型認定こども園の設備および運営に関する基準を

定める条例（平成26年秋田市条例第59号）の一部を次のように改正する。

第６条の２の次に次の１条を加える。

（児童対象性暴力等の防止）

第６条の３ 幼保連携型認定こども園の設置者は、法第13条第６項にお

いて準用する法第６条の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置

者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のた

めの措置に関する法律（令和６年法律第69号）第２条第２項に規定す

る児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、

および児童対象性暴力等が行われた場合に園児を適切に保護するため、

児童等対象業務従事者（園児と接する業務に従事する者のうち、支配

性、継続性および閉鎖性のある環境の下で当該園児に接するものをい

う。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確

認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。

（秋田市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例

の一部改正）

第３条 秋田市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める

条例（平成26年秋田市条例第60号）の一部を次のように改正する。

第14条を次のように改める。

（児童対象性暴力等の防止）

第14条 家庭的保育事業者等は、法第34条の16第４項において準用する

法第21条の５の18第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設

置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等の

ための措置に関する法律（令和６年法律第69号）第２条第２項に規定

する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、

および児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護す

るため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する
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者のうち、支配性、継続性および閉鎖性のある環境の下で当該利用乳

幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項

に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなけれ

ばならない。

（秋田市認定こども園の認定の要件に関する条例の一部改正）

第４条 秋田市認定こども園の認定の要件に関する条例（平成31年秋田市

条例第44号）の一部を次のように改正する。

第９条に次の１項を加える。

２ 認定こども園の設置者は、法第６条の規定に基づき、児童対象性暴

力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力

等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第69号）第２条

第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この項において同

じ。）を防止し、および児童対象性暴力等が行われた場合に子どもを

適切に保護するため、児童等対象業務従事者（子どもと接する業務に

従事する者のうち、支配性、継続性および閉鎖性のある環境の下で当

該子どもに接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第

１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じな

ければならない。

（秋田市指定通所支援の事業等の人員、設備および運営に関する基準を

定める条例の一部改正）

第５条 秋田市指定通所支援の事業等の人員、設備および運営に関する基

準を定める条例（令和元年秋田市条例第37号）の一部を次のように改正

する。

第46条を次のように改める。

（児童対象性暴力等の防止）

第46条 指定児童発達支援事業者は、法第21条の５の18第４項の規定に

基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者

による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６

年法律第69号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以

下この条において同じ。）を防止し、および児童対象性暴力等が行わ

- 3 -



れた場合に障害児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（障

害児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性および閉鎖性

のある環境の下で当該障害児に接するものをいう。）に係る犯罪事実

確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の

必要な措置を講じなければならない。

第62条中「第33条」の次に「、第46条」を加える。

第83条、第84条、第96条および第101条中「第45条まで、第47条か

ら」を削る。

（秋田市乳児等通園支援事業の設備および運営に関する基準を定める条

例の一部改正）

第６条 秋田市乳児等通園支援事業の設備および運営に関する基準を定め

る条例（令和７年秋田市条例第13号）の一部を次のように改正する。

第14条の次に次の１条を加える。

（児童対象性暴力等の防止）

第14条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第34条の16第４項において準

用する法第21条の５の18第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等

（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の

防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第69号）第２条第２

項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）

を防止し、および児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適

切に保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務

に従事する者のうち、支配性、継続性および閉鎖性のある環境の下で

当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第

４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を

講じなければならない。

附 則

この条例は、令和８年12月25日から施行する。

提案理由
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部改正（令和７年内閣

府令第104号）等に伴い、児童福祉施設の設置者等に係る児童対象性暴力

等の防止について定めるとともに、規定を整備するため、改正しようとす

るものである。
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議案第105号

秋田市保育所設置条例の一部を改正する件

秋田市保育所設置条例の一部を次のように改正する。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純

秋田市保育所設置条例の一部を改正する条例

秋田市保育所設置条例（昭和27年秋田市条例第41号）の一部を次のよう

に改正する。

別表秋田市岩見三内保育所の項を削る。

附 則

この条例は、令和９年４月１日から施行する。

提案理由

岩見三内保育所を廃止するため、改正しようとするものである。
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 議案第106号

 

 　　　秋田市立学校給食共同調理場設置条例の一部を改正する件

 

 　秋田市立学校給食共同調理場設置条例の一部を次のように改正する。

 

　　令和８年８月31日提出 

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　沼　谷　　　純　　　　　

 

 　　　秋田市立学校給食共同調理場設置条例の一部を改正する条例

　秋田市立学校給食共同調理場設置条例（昭和58年秋田市条例第13号）の

 一部を次のように改正する。

　第２条の表秋田市立将軍野中学校、土崎中学校共同調理場の項中「秋田

市立将軍野中学校、土崎中学校共同調理場」を「秋田市立将軍野中学校等

共同調理場」に改め、同表秋田市立城東中学校、桜中学校共同調理場の項

中「秋田市立城東中学校、桜中学校共同調理場」を「秋田市立城東中学校

等共同調理場」に改め、同表秋田市立下新城小学校等共同調理場の項を削

 り、同表に次のように加える。

秋田市立保戸野小学校、明徳小 秋田市保戸野すわ町９番60号
 
学校共同調理場

 

 　　　附　則

　この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、第２条の表秋田

市立城東中学校、桜中学校共同調理場の項の改正規定は、規則で定める日

 から施行する。

 

 提案理由

　下新城小学校の廃止等に伴い、下新城小学校等共同調理場を廃止するこ
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と等とするため、改正しようとするものである。 

 

- 10 -



 議案第107号

 

　　　秋田市水道事業給水条例および秋田市小規模水道施設条例の一部を

 改正する件

 

　秋田市水道事業給水条例および秋田市小規模水道施設条例の一部を次の

 ように改正する。

 

 　　令和８年８月31日提出

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　沼　谷　　　純　　　　　

 

　　　秋田市水道事業給水条例および秋田市小規模水道施設条例の一部を

 改正する条例

 　（秋田市水道事業給水条例の一部改正）

第１条　秋田市水道事業給水条例（昭和35年秋田市条例第８号）の一部を

 次のように改正する。

 　　第27条第２項各号を次のように改める。

 　　(1) 基本料金

メーターの口径 料金（１月につき）

13ミリメートル 940円

20ミリメートル 1,600円

25ミリメートル 3,600円

40ミリメートル 10,380円

50ミリメートル 17,690円

75ミリメートル 39,900円

100ミリメートル 66,500円

150ミリメートル 146,300円

200ミリメートル 212,800円

- 11 -



 　　(2) 従量料金
 

　 種別および用途 区分 料金（１月につき）

 一 メーター口径 １立方メートルから10立 １立方メートルにつき　

 般 20ミリメート 方メートルまで 74円

用 ル以下 11立方メートルから20立 １立方メートルにつき　

方メートルまで 180円

21立方メートルから50立 １立方メートルにつき　

方メートルまで 253円

51立方メートルから100 １立方メートルにつき　

立方メートルまで 293円

101立方メートル以上 １立方メートルにつき　

326円

メーター口径 １立方メートルから50立 １立方メートルにつき　

25ミリメート 方メートルまで 253円

ル以上 51立方メートルから100 １立方メートルにつき　

立方メートルまで 293円

101立方メートル以上 １立方メートルにつき　

326円

浴場用 １立方メートルにつき　

74円

 　（秋田市小規模水道施設条例の一部改正）

第２条　秋田市小規模水道施設条例（平成16年秋田市条例第127号）の一

 部を次のように改正する。

 　　第16条第２項各号を次のように改める。

 　　(1) 基本料金（１月につき）

メーターの口径 料金

13ミリメートル 940円

20ミリメートル 1,600円

25ミリメートル 3,600円
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 　　(2) 従量料金（１月につき）
 

    　 料金（１立方メー
    メーターの口径 区分

 トルにつき）

 13ミリメートルおよび １立方メートルから10立 74円

20ミリメートル 方メートルまで

 11立方メートルから20立 180円

方メートルまで

 21立方メートルから50立 253円

方メートルまで

 51立方メートルから100 293円

立方メートルまで

101立方メートル以上 326円

 25ミリメートル １立方メートルから50立 253円

方メートルまで

 51立方メートルから100 293円

立方メートルまで

101立方メートル以上 326円

 

 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この条例は、令和９年４月１日から施行する。

 　（経過措置）

２　第１条の規定による改正後の秋田市水道事業給水条例の規定および第

２条の規定による改正後の秋田市小規模水道施設条例の規定は、令和９

年６月に同年６月分として徴収する水道料金から適用し、同年５月分と

 して徴収する水道料金までについては、なお従前の例による。

 

 提案理由
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 　水道料金の適正化を図るため、改正しようとするものである。
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 議案第108号

 

 　　　秋田市下水道条例等の一部を改正する件

 

 　秋田市下水道条例等の一部を次のように改正する。

 

 　　令和８年８月31日提出

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　秋田市長　沼　谷　　　純　　　　　

 

 　　　秋田市下水道条例等の一部を改正する条例

 　（秋田市下水道条例の一部改正）

第１条　秋田市下水道条例（昭和39年秋田市条例第16号）の一部を次のよ

 うに改正する。

　　第12条中「額は、」の次に「別表に定める基本使用料と」を加え、

「応じ、別表」を「応じて同表」に、「算定した額」を「算定した従量

 使用料との合計額」に改める。

 　　別表を次のように改める。

 　別表（第12条関係）

 　　１　水道水を使用した場合の使用料（１月につき）

 
従量使用料   

   区
    種別 基本使用料 金額（１立方メ

  域 汚水の量
ートルにつき）

処 一般 1,130円 10立方メートルまでの分 8円 

 理 汚水 10立方メートルを超え30立方 213円

区 メートルまでの分

 域 30立方メートルを超え50立方 269円

メートルまでの分

 50立方メートルを超え100立 299円
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方メートルまでの分

 100立方メートルを超え500立 366円

方メートルまでの分

 500立方メートルを超え1,000 422円

立方メートルまでの分

 1,000立方メートルを超える 499円

分

   公衆 1,130円 57円

浴場

汚水

処 一般 643円 10立方メートルまでの分 6円 

 理 汚水 10立方メートルを超え30立方 126円

区 メートルまでの分

 域 30立方メートルを超え50立方 145円

以 メートルまでの分

 外 50立方メートルを超え100立 163円

の 方メートルまでの分

 区 100立方メートルを超え500立 199円

域 方メートルまでの分

 500立方メートルを超え1,000 230円

立方メートルまでの分

 1,000立方メートルを超える 277円

分

  公衆 643円 32円

浴場

汚水

 　　備考

　　　１　この表において「一般汚水」とは、公衆浴場汚水以外の汚水を

 いう。
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　　　２　この表において「公衆浴場汚水」とは、公衆浴場入浴料金の統

制額の指定等に関する省令（昭和32年厚生省令第38号）の規定に

 より統制額の指定を受けた公衆浴場の汚水をいう。

 　　２　水道水以外の水を使用した場合の使用料（１月につき）

 
従量使用料   

   区
    種別 基本使用料 金額（１立方メ

  域 汚水の量
ートルにつき）

処 一般 1,130円 10立方メートルまでの分 8円

理 汚水 10立方メートルを超え15立方 98円

区 メートルまでの分

域 15立方メートルを超え100立 185円

方メートルまでの分

100立方メートルを超え500立 194円

方メートルまでの分

500立方メートルを超える分 208円

公衆 1,130円 57円

浴場

汚水

処 一般 643円 10立方メートルまでの分 6円

理 汚水 10立方メートルを超え15立方 53円

区 メートルまでの分

域 15立方メートルを超え100立 94円

以 方メートルまでの分

外 100立方メートルを超え500立 101円

の 方メートルまでの分

区 500立方メートルを超える分 107円

域 公衆 643円 32円

浴場

汚水
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 　　備考

　　　１　この表において「一般汚水」とは、公衆浴場汚水以外の汚水を

 いう。

　　　２　この表において「公衆浴場汚水」とは、公衆浴場入浴料金の統

制額の指定等に関する省令の規定により統制額の指定を受けた公

 衆浴場の汚水をいう。

 　（秋田市農業集落排水施設条例の一部改正）

第２条　秋田市農業集落排水施設条例（平成元年秋田市条例第15号）の一

 部を次のように改正する。

　　第15条中「額は、」の次に「別表第２に定める基本使用料と」を加え、

「応じ、別表第２」を「応じて同表」に、「算定した額」を「算定した

 従量使用料との合計額」に改める。

 　　別表第２を次のように改める。

 　別表第２（第15条関係）

 　　１　水道水を使用した場合の使用料（１月につき）

 
　 従量使用料 

   基本使用料 金額（１立方メ
  汚水の量

ートルにつき）

1,130円 10立方メートルまでの分 8円 

 10立方メートルを超え30立方メート 213円

ルまでの分

 30立方メートルを超え50立方メート 269円

ルまでの分

 50立方メートルを超え100立方メー 299円

トルまでの分

 100立方メートルを超え500立方メー 366円

トルまでの分

 500立方メートルを超え1,000立方メ 422円

ートルまでの分

1,000立方メートルを超える分 499円
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 　　２　水道水以外の水を使用した場合の使用料（１月につき）

 
　 従量使用料 

   基本使用料 金額（１立方メ
  汚水の量

ートルにつき）

1,130円 10立方メートルまでの分 8円 

 10立方メートルを超え15立方メート 98円

ルまでの分

 15立方メートルを超え100立方メー 185円

トルまでの分

 100立方メートルを超え500立方メー 194円

トルまでの分

500立方メートルを超える分 208円

 　（秋田市地域下水道条例の一部改正）

第３条　秋田市地域下水道条例（平成元年秋田市条例第38号）の一部を次

 のように改正する。

　　第14条中「額は、」の次に「別表第２に定める基本使用料と」を加え、

「応じ、別表第２」を「応じて同表」に、「算定した額」を「算定した

 従量使用料との合計額」に改める。

 　　別表第２を次のように改める。

 　別表第２（第14条関係）

 　　１　水道水を使用した場合の使用料（１月につき）

 
　 従量使用料 

   基本使用料 金額（１立方メ
  汚水量

ートルにつき）

1,130円 10立方メートルまでの分 8円

 10立方メートルを超え30立方メート 213円

ルまでの分
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 30立方メートルを超え50立方メート 269円

ルまでの分

 50立方メートルを超え100立方メー 299円

トルまでの分

 100立方メートルを超え500立方メー 366円

トルまでの分

 500立方メートルを超え1,000立方メ 422円

ートルまでの分

1,000立方メートルを超える分 499円

 　　２　水道水以外の水を使用した場合の使用料（１月につき）

 
　 従量使用料 

   基本使用料 金額（１立方メ
  汚水量

ートルにつき）

1,130円 10立方メートルまでの分 8円 

 10立方メートルを超え15立方メート 98円

ルまでの分

 15立方メートルを超え100立方メー 185円

トルまでの分

 100立方メートルを超え500立方メー 194円

トルまでの分

500立方メートルを超える分 208円

 　（秋田市個別排水処理施設条例の一部改正）

第４条　秋田市個別排水処理施設条例（平成16年秋田市条例第131号）の

 一部を次のように改正する。

　　第22条中「額は、」の次に「別表に定める基本使用料と」を加え、

「応じ、別表」を「応じて同表」に、「算定した額」を「算定した従量

 使用料との合計額」に改める。

 　　別表を次のように改める。
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 　別表（第22条関係）

 　　１　水道水を使用した場合の使用料（１月につき）

 
　 従量使用料 

   基本使用料 金額（１立方メ
  汚水量

ートルにつき）

1,130円 10立方メートルまでの分 8円

 10立方メートルを超え30立方メート 213円

ルまでの分

 30立方メートルを超え50立方メート 269円

ルまでの分

 50立方メートルを超え100立方メー 299円

トルまでの分

 100立方メートルを超え500立方メー 366円

トルまでの分

 500立方メートルを超え1,000立方メ 422円

ートルまでの分

1,000立方メートルを超える分 499円

 　　２　水道水以外の水を使用した場合の使用料（１月につき）

 
　 従量使用料 

   基本使用料 金額（１立方メ
  汚水量

ートルにつき）

1,130円 10立方メートルまでの分 8円 

 10立方メートルを超え15立方メート 98円

ルまでの分

 15立方メートルを超え100立方メー 185円

トルまでの分

 100立方メートルを超え500立方メー 194円

トルまでの分

500立方メートルを超える分 208円
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 　　　附　則

 　（施行期日）

 １　この条例は、令和９年４月１日から施行する。

 　（経過措置）

２　第１条の規定による改正後の秋田市下水道条例の規定、第２条の規定

による改正後の秋田市農業集落排水施設条例の規定、第３条の規定によ

る改正後の秋田市地域下水道条例の規定および第４条の規定による改正

後の秋田市個別排水処理施設条例の規定は、令和９年６月に同年６月分

として徴収する使用料から適用し、同年５月分として徴収する使用料ま

 でについては、なお従前の例による。

 

 提案理由

　公共下水道等の使用料の適正化を図るとともに、規定を整備するため、

改正しようとするものである。
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議案第109号

雄和市民サービスセンター大規模改修建築工事請負契約を締結する

件

次により工事請負契約を締結することについて、秋田市議会の議決に付

すべき契約および財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年秋田市条例

第18号）第２条の規定により議会の議決を求める。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純

１ 工 事 名 雄和市民サービスセンター大規模改修建築工事

２ 工 事 場 所 秋田市雄和妙法字上大部48番地１

３ 契 約 方 法 総合評価落札方式による公募型指名競争入札

４ 契 約 金 額 872,300,000円

５ 契約の相手方 長谷駒・伊藤工業・中央土建 特定建設工事共同企

業体

代表者 秋田市南通築地８番10号

株式会社長谷駒組

代表取締役 長谷川 尚 造

提案理由

雄和市民サービスセンター大規模改修建築工事を施行するため、議会の

議決を求めようとするものである。
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議案第110号

雄和市民サービスセンター大規模改修電気設備工事請負契約を締結

する件

次により工事請負契約を締結することについて、秋田市議会の議決に付

すべき契約および財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年秋田市条例

第18号）第２条の規定により議会の議決を求める。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純

１ 工 事 名 雄和市民サービスセンター大規模改修電気設備工事

２ 工 事 場 所 秋田市雄和妙法字上大部48番地１

３ 契 約 方 法 総合評価落札方式による公募型指名競争入札

４ 契 約 金 額 301,400,000円

５ 契約の相手方 日電興・本荘電気・日本海特定建設工事共同企業体

代表者 秋田市中通六丁目13番25号

日本電機興業株式会社

代表取締役 進 藤 祐 輔

提案理由

雄和市民サービスセンター大規模改修電気設備工事を施行するため、議

会の議決を求めようとするものである。
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議案第111号

雄和市民サービスセンター大規模改修機械設備工事請負契約を締結

する件

次により工事請負契約を締結することについて、秋田市議会の議決に付

すべき契約および財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年秋田市条例

第18号）第２条の規定により議会の議決を求める。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純

１ 工 事 名 雄和市民サービスセンター大規模改修機械設備工事

２ 工 事 場 所 秋田市雄和妙法字上大部48番地１

３ 契 約 方 法 総合評価落札方式による公募型指名競争入札

４ 契 約 金 額 401,610,000円

５ 契約の相手方 山二施設・山岡工業・北勢工業特定建設工事共同企

業体

代表者 秋田市山王五丁目１番７号

山二施設工業株式会社

代表取締役社長 阿 部 公 雄

提案理由

雄和市民サービスセンター大規模改修機械設備工事を施行するため、議

会の議決を求めようとするものである。
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議案第112号

市道豊岩御野場線秋田南大橋橋梁補修工事請負契約の変更契約を締

結する件

次により工事請負変更契約を締結することについて、秋田市議会の議決

に付すべき契約および財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年秋田市

条例第18号）第２条の規定により議会の議決を求める。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純

１ 議決年月日等 令和７年６月27日（議案第86号）

２ 工 事 名 市道豊岩御野場線秋田南大橋橋梁補修工事

３ 工 事 場 所 秋田市仁井田字下新田地内ほか

４ 変 更 事 項 契約金額「575,850,000円」を「606,295,800円」に

変更する。

５ 契約の相手方 住建・加賀屋・ユナイテッド計画特定建設工事共同

企業体

代表者 秋田市楢山川口境７番19号

株式会社住建トレーディング

代表取締役 工 藤 源 聖

６ 変 更 理 由 舗装工におけるアスファルト殻等について、追加の

撤去・運搬処分が必要となったことなどによる。

提案理由

市道豊岩御野場線秋田南大橋橋梁補修工事請負契約の変更契約を締結す

るため、議会の議決を求めようとするものである。
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議案第113号

令和８年度秋田市一般会計補正予算（第２号）

令和８年度秋田市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ761,433千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ145,958,318千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに

補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。

（市債の補正）

第３条 市債の変更は、「第３表 市債補正」による。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純
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16 25,158,472 531,732 25,690,204

2 国庫補助金 3,421,518 531,732 3,953,250

17 10,097,732 93,957 10,191,689

2 県補助金 2,720,254 93,957 2,814,211

19 3,139,255 10,923 3,150,178

1 寄附金 3,139,255 10,923 3,150,178

20 1,950,704 672 1,951,376

2 基金繰入金 1,773,922 672 1,774,594

21 942,518 65,937 1,008,455

1 繰越金 942,518 65,937 1,008,455

22 8,803,164 12 8,803,176

5 雑入 2,020,171 12 2,020,183

23 7,834,800 58,200 7,893,000

1 市債 7,834,800 58,200 7,893,000

145,196,885 761,433 145,958,318

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

市債

歳　　入　　合　　計

国庫支出金

県支出金

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入
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2 17,261,509 75,792 17,337,301

1 総務管理費 15,055,664 11,086 15,066,750

2 徴税費 1,156,700 64,706 1,221,406

3 57,099,735 269,874 57,369,609

1 社会福祉費 27,558,320 214,724 27,773,044

2 児童福祉費 20,009,850 55,150 20,065,000

6 2,441,606 33,645 2,475,251

1 農業費 1,765,805 534 1,766,339

3 林業費 384,111 33,111 417,222

7 9,759,265 350,766 10,110,031

1 商工費 9,759,265 350,766 10,110,031

10 13,255,758 31,356 13,287,114

2 小学校費 2,991,842 19,803 3,011,645

3 中学校費 1,802,094 630 1,802,724

7 保健体育費 844,985 10,923 855,908

145,196,885 761,433 145,958,318

計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

歳　　出　　合　　計

歳　　出

総務費

民生費

農林水産業費

商工費

教育費

款

- 33 -



第２表　　債務負担行為補正

(追　加)

小学校給食調理業務委託経費 令和8年度 72,441
～

令和9年度

令和8年度
～

令和9年度

中学校給食調理業務委託経費 80,376

事 項 期 間 限 度 額

千円
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 第３表　　市債補正

限　　 　度　　　 額 起債の

補正前の額 補　正　額 計 方　法

千円 千円 千円

総 務 費 975,000 58,200 1,033,200

計 7,834,800 58,200 7,893,000

起　債　の　目　的 利　率 償　還　の　方　法
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議案第114号

令和８年度秋田市公設地方卸売市場会計補正予算（第１号）

令和８年度秋田市の公設地方卸売市場会計補正予算（第１号）は、次に

定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ19,304千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ476,501千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに

補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表

債務負担行為」による。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純
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3 87,720 19,304 107,024

1 一般会計繰入金 87,720 19,304 107,024

457,197 19,304 476,501

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

繰入金

歳　　入　　合　　計
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2 11,300 19,304 30,604

1 地方卸売市場施設整備費 11,300 19,304 30,604

457,197 19,304 476,501

歳　　出

事業費

歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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  第２表　　債務負担行為

(追　加)

令和8年度
～

令和10年度

千円
地方卸売市場再整備事業 38,885

事 項 期 間 限 度 額
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議案第115号

令和８年度秋田市介護保険事業会計補正予算（第１号）

令和８年度秋田市の介護保険事業会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ8,664千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ31,752,475千円と

する。

２ 保険事業勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの

金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補

正」による。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純
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8 7,707 8,664 16,371

1 繰越金 7,707 8,664 16,371

31,743,811 8,664 31,752,475

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

繰越金

歳　　入　　合　　計

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項
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7 7,711 8,664 16,375

1 償還金及び還付加算金 7,711 8,664 16,375

31,743,811 8,664 31,752,475

 千円

補　正　額

 千円

歳　　出

諸支出金

歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

項 補正前の額
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一 般 会 計

歳入歳出補正予算事項別明細書
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１　総　　括

　歳　　入

16 国庫支出金 25,158,472 531,732 25,690,204

17 県支出金 10,097,732 93,957 10,191,689

19 寄附金 3,139,255 10,923 3,150,178

20 繰入金 1,950,704 672 1,951,376

21 繰越金 942,518 65,937 1,008,455

22 諸収入 8,803,164 12 8,803,176

23 市債 7,834,800 58,200 7,893,000

145,196,885 761,433 145,958,318

 千円

歳　　入　　合　　計

 千円

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円

- 46 -



- 47 -



　歳　　出

2 総務費 17,261,509 75,792 17,337,301

3 民生費 57,099,735 269,874 57,369,609

6 農林水産業費 2,441,606 33,645 2,475,251

7 商工費 9,759,265 350,766 10,110,031

10 教育費 13,255,758 31,356 13,287,114

145,196,885 761,433 145,958,318

款 計

 千円

補正前の額 補　正　額

 千円

歳　　出　　合　　計

 千円
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国県支出金 市　　　　　債 そ　の　他

58,200 17,592

84,718 185,156

18,374 672 14,599

5,007 12 345,747

20,433 10,923

128,532 58,200 684 574,017

 千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円
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１６款　国庫支出金

　２項　国庫補助金

節

２　　歳    入

1 620,598 497,157 1,117,755総務費国庫補助金

補　正　額

 千円

目 補正前の額 計

 千円  千円

1 総務管理費補 497,157

区　　分 金　　額

 千円

助金

2 740,194 29,568 769,762民生費国庫補助金 3 老人福祉費補 29,568

助金

5 22,921 5,007 27,928商工費国庫補助金 1 商工費補助金 5,007

計 3,421,518 531,732 3,953,250

１７款　県支出金

　２項　県補助金

2 1,952,938 55,150 2,008,088民生費県補助金 5 児童福祉費補 55,150

助金

4 539,373 18,374 557,747農林水産業費県補助金 2 林業費補助金 18,374

8 81,398 20,433 101,831教育費県補助金 2 小学校費補助 19,803

金

3 中学校費補助 630

金

計 2,720,254 93,957 2,814,211

１９款　寄附金

　１項　寄附金

7 1,100 10,923 12,023教育費寄附金 1 保健体育費寄 10,923

附金

計 3,139,255 10,923 3,150,178
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説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円

71 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 （財　政） 497,157

28 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 （福祉総） 29,568

17 地域観光資源コンテンツ化促進事業補助金 （観光振） 5,007

55 障がい児保育職員加配支援事業費補助金 （子ど育） 55,150

51 指定管理鳥獣対策事業交付金 （産業企） 9,717

52 国立公園等利用者安全・安心対策強化事業補助金 （産業企） 8,657

06 マツ林・ナラ林等景観向上事業費補助金 （教委総） 19,803

08 マツ林・ナラ林等景観向上事業費補助金 （教委総） 630

01 保健体育費寄附金 （スポ振） 10,923

　１６款　国庫支出金　１７款　県支出金　１９款　寄附金
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２０款　繰入金

　２項　基金繰入金

節

区　　分 金　　額

 千円 千円  千円

目 補正前の額 補　正　額 計

 千円

10 135,380 672 136,052森林環境譲与税基金繰入金 1 森林環境譲与 672

税基金繰入金

計 1,773,922 672 1,774,594

２１款　繰越金

　１項　繰越金

1 942,518 65,937 1,008,455繰越金 1 前年度繰越金 65,937

計 942,518 65,937 1,008,455

２２款　諸収入

　５項　雑入

4 2,020,168 12 2,020,180雑入 9 産業振興雑入 12

計 2,020,171 12 2,020,183

２３款　市債

　１項　市債

1 975,000 58,200 1,033,200総務債 1 総務債 58,200

計 7,834,800 58,200 7,893,000
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説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円

01 森林環境譲与税基金繰入金 （産業企） 672

01 前年度繰越金 （財　政） 65,937

80 新型コロナウイルス感染症対策特別金融支援事業返還金 （産業企） 12

26 デジタル活用推進事業債 （財　政） 58,200

　２０款　繰入金　２１款　繰越金　２２款　諸収入　２３款　市債
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 千円  千円

目 補正前の額 計

３　　歳    出

 千円  千円

補正額

市　　債

 千円 千円  千円

　２款　総務費

　１項　総務管理費 11,086千円

75,792千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

3,0501 一般管理費 9,836,403 9,839,453 3,050

4,6126 企画費 1,967,868 1,972,480 4,612

3,42414 防災対策費 104,626 108,050 3,424

15,066,75015,055,664 11,086計 0 00 11,086

75,792千円

64,706千円　２項　徴税費

　２款　総務費

64,7062 賦課徴収費 305,353 370,059 58,200 6,506

1,221,4061,156,700 64,706計 0 058,200 6,506
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区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円 千円

節

3,050負担金、補助18 【企画政策部関係】 3,050

及び交付金 3,050　　デジタル業務改革推進事業

216報償費7 【企画政策部関係】 4,612

809　　若者応援プロジェクト推進事業
610旅費8

240需用費10

24役務費11

3,000委託料12

99使用料及び賃13

借料

423備品購入費17

△448需用費10 【総務部関係】 3,424

3,424　　防災行政無線設備修繕経費
3,872委託料12

64,706委託料12 【財政部関係】 64,706

64,706　　税制改正関連システム改修経費

　　２款　総務費

　　（仮称）秋田市外旭川地区まちづくり基本計画策定経費 3,803
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 千円  千円

目 補正前の額

 千円  千円  千円  千円

　３款　民生費

　１項　社会福祉費

補正額

市　　債

計

 千円

214,724千円

269,874千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

185,1561 社会福祉総 1,400,970 1,586,126 185,156

務費

29,5683 老人福祉費 1,260,971 1,290,539 29,568

27,773,04427,558,320 214,724計 29,568 00 185,156

269,874千円

55,150千円　２項　児童福祉費

　３款　民生費

55,1501 児童福祉総 11,776,249 11,831,399 55,150

務費

20,065,00020,009,850 55,150計 55,150 00 0

- 56 -



千円 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

節

1,273報酬1 【福祉保健部関係】 185,156

185,156　　福祉灯油購入費助成事業
428職員手当等3

232共済費4

80旅費8

405需用費10

16,152役務費11

43,582委託料12

4負担金、補助18

及び交付金

123,000扶助費19

29,568負担金、補助18 【福祉保健部関係】 29,568

及び交付金 29,568　　老人福祉施設整備費補助金

55,150負担金、補助18 【子ども未来部関係】 55,150

及び交付金 55,150　　私立保育所等障がい児保育職員加配支援事業

　　３款　民生費
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 千円  千円

目 補正前の額

 千円  千円  千円  千円

　６款　農林水産業費

　１項　農業費

補正額

市　　債

計

 千円

534千円

33,645千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

5345 農地費 672,730 673,264 534

1,766,3391,765,805 534計 0 00 534

33,645千円

33,111千円　３項　林業費

　６款　農林水産業費

16,2771 林業総務費 53,144 69,421 9,717 6,560

16,8342 林業振興費 178,721 195,555 8,657 672 7,505

417,222384,111 33,111計 18,374 6720 14,065

350,766千円

350,766千円　１項　商工費

　７款　商工費

275,4132 商業振興費 6,796,584 7,071,997 12 275,401
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千円 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

節

534負担金、補助18 【産業振興部関係】 534

及び交付金 534　　農業水利施設突発事故復旧支援事業

10,721給料2 【産業振興部関係】 16,277

16,277　　林業総務人件費
5,556職員手当等3

172需用費10 【産業振興部関係】 16,834

11,392　　有害鳥獣駆除捕獲対策事業
1,076使用料及び賃13

5,442　　ツキノワグマ等獣害防止対策事業
借料

2,503備品購入費17

13,083負担金、補助18

及び交付金

231,967委託料12 【産業振興部関係】 275,413

30,000　　秋田駅前大型商業施設消費喚起支援事業
30,000負担金、補助18

及び交付金
231,967　　秋田の食応援消費喚起ポイント還元事業

13,446償還金、利子22

及び割引料

　　６款　農林水産業費　　７款　商工費

　　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金返還金 13,446
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 千円  千円

目 補正前の額

 千円  千円  千円  千円

　７款　商工費

　１項　商工費

補正額

市　　債

計

 千円

350,766千円

350,766千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

50,0343 工業振興費 736,754 786,788 50,034

6,0155 観光費 1,050,581 1,056,596 5,007 1,008

19,3047 公設地方卸 87,720 107,024 19,304

売市場費

10,110,0319,759,265 350,766計 5,007 120 345,747

31,356千円

19,803千円　２項　小学校費

１０款　教育費

19,8031 学校管理費 1,561,893 1,581,696 19,803

3,011,6452,991,842 19,803計 19,803 00 0

31,356千円

630千円　３項　中学校費

１０款　教育費

6301 学校管理費 772,729 773,359 630

1,802,7241,802,094 630計 630 00 0

31,356千円

10,923千円　７項　保健体育費

１０款　教育費

10,9232 体育施設費 476,365 487,288 10,923
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千円 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

節

34需用費10 【産業振興部関係】 50,034

50,034　　塗装事業者支援事業
50,000負担金、補助18

及び交付金

6,015委託料12 【観光文化スポーツ部関係】 6,015

6,015　　冬季誘客コンテンツ充実事業

19,304繰出金27 【産業振興部関係】 19,304

19,304　　公設地方卸売市場会計繰出金

19,803委託料12 【教育委員会関係】 19,803

19,803　　小学校森林病害虫等防除事業

630委託料12 【教育委員会関係】 630

630　　中学校森林病害虫等防除事業

10,923委託料12 【観光文化スポーツ部関係】 10,923

10,923　　スタジアム基本計画策定経費

　　７款　商工費　１０款　教育費
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 千円 千円  千円 千円  千円

目 補正前の額

 千円

補正額

市　　債

計

１０款　教育費

　７項　保健体育費 10,923千円

31,356千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

855,908844,985 10,923計 0 00

 千円

10,923
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千円 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

節

　１０款　教育費
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補正予算給与費明細書

１　一　般　職

　(1)　総　　　括 （単位：人、千円）

※職員数欄の（　）内は、短時間勤務職員について外書き

　　 ア　会計年度任用職員以外の職員
（単位：人、千円）

※職員数欄の（　）内は、短時間勤務職員について外書き

区 分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備考
報　酬 給　料 職員手当等 計

3,863,617 24,588,736
3,919

補正前 (80) 2,305,918 10,279,702 8,121,521 20,707,141

補正後 (80) 2,307,191 10,290,423 8,127,505 20,725,119

3,863,385 24,570,526
3,915

比 較 (0) 1,273 10,721 5,984 17,978 232 18,2104

寒冷地手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
特 殊 勤 務

手 当

補正後 223,522 663,393 317,367 182,568 112,791 2,748,971 2,270,261 88,401

区 分 扶 養 手 当
時 間 外

勤 務 手 当
管理職手当 通 勤 手 当

区 分 退 職 手 当 住 居 手 当
単 身 赴 任

手 当
地 域 手 当

112,748 2,747,490 2,268,894 87,639

比 較 0 1,214 0 607 43 1,481 1,367 762

補正前 223,522 662,179 317,367 181,961

1,944 5,189 6,195 2,719 160,060

補正後 1,172,040 172,084 1,944

0 0 0 0

区 分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　　計

職
員
手
当
等
の
内
訳

比 較 0 510 0

義務教育等

教員特別手当

管理職員特別

勤 務 手 当
児 童 手 当

5,189 6,195 2,719 160,060

補正前 1,172,040 171,574

補正後 (80) 10,107,888 7,284,557 17,392,445

備考
報　酬 給　料 職員手当等 計

3,346,530 20,738,975
2,418

3,346,530 20,722,270
2,416

比 較 (0) 10,721 5,984 16,705 0 16,7052

補正前 (80) 10,097,167 7,278,573 17,375,740

寒冷地手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
特 殊 勤 務

手 当

補正後 223,522 658,120 317,367 177,790 112,791 2,296,854 1,889,705 88,177

区 分 扶 養 手 当
時 間 外

勤 務 手 当
管理職手当 通 勤 手 当

区 分 退 職 手 当 住 居 手 当
単 身 赴 任

手 当
地 域 手 当

112,748 2,295,373 1,888,338 87,415

比 較 0 1,214 0 607 43 1,481 1,367 762

補正前 223,522 656,906 317,367 177,183

1,944 5,189 6,195 2,719 160,060

補正後 1,172,040 172,084 1,944

0 0 0 0

職
員
手
当
等
の
内
訳

比 較 0 510 0

義務教育等

教員特別手当

管理職員特別

勤 務 手 当
児 童 手 当

5,189 6,195 2,719 160,060

補正前 1,172,040 171,574
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　　 イ　会計年度任用職員 （単位：人、千円）

　(2)  給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円）

増　減　額

異動等による    職員数の異動状況

増減分 　 　　補正後　　2,587 人

　 　　補正前　　2,585 人

　　　 増　減        2 人　

 

異動等による    

増減分

区 分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備考
報　酬 給　料 職員手当等 計

517,087 3,849,761

補正前 1,499 2,305,918 182,535 842,948 3,331,401 516,855

補正後 1,501 2,307,191 182,535 842,948 3,332,674

3,848,256

比  較 2 1,273 0 0 1,273 232 1,505

区 分
時 間 外

勤 務 手 当
通 勤 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 殊 勤 務

手 当
地 域 手 当

補正後 5,273 4,778 452,117 380,556 224 0

0

区 分 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備　　　　　　　　　　　　　考

比 較 0 0 0 0 0

職
員
手
当
等
の
内
訳

補正前 5,273 4,778 452,117 380,556 224

職　員 5,984 その他の増減分 5,984

手当等

5,984

給 料 10,721 その他の増減分 10,721

10,721
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（追　加）

期 間 金 額
千円 千円

小学校給食調理業務委託経費 72,441 令和8年度 72,441
～

令和9年度

中学校給食調理業務委託経費 80,376 令和8年度 80,376
～

令和9年度

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

事 項 限 度 額
当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額
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国 県 支 出 金 市 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円

72,441

80,376

も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一 般 財 源
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当   該   年   度   中  

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額

補正前の額 補 正 額 計

 １　普   通   債 99,490,229 7,457,900 58,200 7,516,100

  (1) 土 木 39,105,715 3,679,600 3,679,600

  (2) 農 林 水 産 3,720,269 272,700 272,700

  (3) 教 育 18,237,905 1,403,900 1,403,900

  (4) 公 営 住 宅 2,355,461 53,900 53,900

  (5) 保 健 衛 生 7,108,233 165,500 165,500

  (6) 消 防 3,840,843 279,200 279,200

  (7) 民 生 1,531,949 285,700 285,700

  (8) 商 工 928,478 564,700 564,700

  (9) 過 疎 債 759,440 77,700 77,700

  (10)そ の 他 21,901,936 675,000 58,200 733,200

 ２　災 害 復 旧 債 1,825,310 76,900 0 76,900

  (1) 土 木 524,558 76,900 76,900

  (2) 農 林 水 産 271,609 0

  (3) 教 育 56,638 0

  (4) 公 営 住 宅 52,600 0

  (5) 保 健 衛 生 919,905 0

 

 ３　そ   の   他 46,361,165 300,000 0 300,000

地域総合整備

  (1) 資金貸付金 214,067 300,000 300,000

  (2) 減収補てん債 1,006,946 0

  (3) 減税補てん債 13,365 0

  (4) 臨時財政対策債 45,037,142 0

  (5) 歳入欠かん等債 89,645 0

 

147,676,704 7,834,800 58,200 7,893,000

区　　　　分
前年度末現在高

見　　込　　額

合       計

市 債 の 前 前 年 度 末 に お け る
び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在
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増  　 減   　見 　  込

当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額 現      在      高

補正前の額 補 正 額 計 見      込      額

7,795,194 7,795,194 99,211,135

2,912,769 2,912,769 39,872,546

216,932 216,932 3,776,037

1,433,544 1,433,544 18,208,261

199,323 199,323 2,210,038

571,628 571,628 6,702,105

396,993 396,993 3,723,050

116,722 116,722 1,700,927

9,879 9,879 1,483,299

53,909 53,909 783,231

1,883,495  1,883,495  20,751,641

182,495 182,495 1,719,715

76,513 76,513 524,945

34,531 34,531 237,078

5,050 5,050 51,588

0 52,600

66,401 66,401 853,504

4,573,473 4,573,473 42,087,692

31,712 31,712 482,355

67,894 67,894 939,052

13,365 13,365 0

4,415,769 4,415,769 40,621,373

44,733 44,733 44,912

12,551,162 12,551,162 143,018,542

　　　　　（単位：千円）

当  該  年  度  末

現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及
高 の 見 込 み に 関 す る 調 書
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     761,433　千円

     187,416  ○

     574,017○

（単位：千円）

款 金      額 項 金      額

16 国 庫 支 出 金 497,157 2 国 庫 補 助 金  497,157

19 寄 附 金 10,923 1 寄 附 金  10,923

21 繰 越 金 65,937 1 繰 越 金  65,937

計  574,017

こ  の  補  て  ん

歳　　入　　に　　関　　す　　る　　調

歳 出 総 額

上記のうち特定財源

差 引 一 般 財 源
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公 設 地 方 卸 売 市 場 会 計

歳入歳出補正予算事項別明細書
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１　総　　括

　歳　　入

3 繰入金 87,720 19,304 107,024

457,197 19,304 476,501

 千円  千円

歳　　入　　合　　計

 千円

款 補正前の額 補　正　額 計
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　歳　　出

2 事業費 11,300 19,304 30,604

457,197 19,304 476,501歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額 補　正　額

 千円 千円
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国県支出金 市　　　　　債 そ　の　他

19,304

0 0 0 19,304

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

 千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般会計繰入金

 千円  千円  千円
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 千円

目 補正前の額

1 一般会計繰入

　３款　繰入金

　１項　一般会計繰入金

節

区　　分 金　　額

 千円

２　　歳    入

1 87,720 19,304 107,024一般会計繰入金

補　正　額 計

 千円  千円

19,304

金

計 87,720 19,304 107,024
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説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円

01 一般会計繰入金 （産業企） 19,304

19,304　　 基準外

公設地方卸売市場会計
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19,30430,60411,300 19,304計 0 00

場再整備費

19,304

一般会計
繰 入 金その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

19,3042 地方卸売市 0 19,304

 千円 千円  千円

　２款　事業費

　１項　地方卸売市場施設整備費 19,304千円

19,304千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

３　　歳    出

 千円  千円

補正額

市　　債

 千円  千円

目 補正前の額 計
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公設地方卸売市場会計

19,195委託料12
19,304　　地方卸売市場再整備事業

【産業振興部関係】 19,304109需用費10

金　　額

節

千円 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明
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（追　加）

期 間 金 額
千円 千円

地方卸売市場再整備事業 38,885 令和8年度 38,885
～

令和10年度

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

事 項 限 度 額
当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額
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国 県 支 出 金 市 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円

38,885

一 般 会 計
繰 入 金

も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源
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介 護 保 険 事 業 会 計

歳入歳出補正予算事項別明細書

　　（保険事業勘定）　　
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１　総　　括

　歳　　入

8 繰越金 7,707 8,664 16,371

31,743,811 8,664 31,752,475

 千円

歳　　入　　合　　計

 千円

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円
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　歳　　出

7 諸支出金 7,711 8,664 16,375

31,743,811 8,664 31,752,475

 千円 千円

歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額 補　正　額
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国県支出金 市　　　　　債 そ　の　他

8,664

0 0 8,664 0

一般会計繰入金

 千円  千円  千円  千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
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計 7,707 8,664 16,371

計

 千円  千円

1 前年度繰越金 8,664

区　　分 金　　額

 千円

２　　歳    入

1 7,707 8,664 16,371繰越金

補　正　額

 千円

目 補正前の額

　８款　繰越金

　１項　繰越金

節
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介護保険事業会計（保険事業勘定）

01 前年度繰越金 （福祉総） 8,664

説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円
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016,3757,711 8,664計 0 8,6640

8,6648,6642 償還金 1 8,665

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般会計
繰 入 金その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

 千円 千円  千円

　７款　諸支出金

　１項　償還金及び還付加算金 8,664千円

8,664千円

３　　歳    出

 千円  千円

補正額

市　　債

 千円  千円

目 補正前の額 計
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介護保険事業会計（保険事業勘定）

及び割引料 8,664　　償還金

【福祉保健部関係】 8,6648,664償還金、利子22

節

千円 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

- 91 -



- 92 -



議案第116号

令和７年度秋田市水道事業会計決算認定の件

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、

令和７年度秋田市水道事業会計決算を議会の認定に付する。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純
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議案第117号

令和７年度秋田市下水道事業会計決算認定の件

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、

令和７年度秋田市下水道事業会計決算を議会の認定に付する。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純
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議案第118号

令和７年度秋田市農業集落排水事業会計決算認定の件

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、

令和７年度秋田市農業集落排水事業会計決算を議会の認定に付する。

令和８年８月31日提出

秋田市長 沼 谷 純
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